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(57)【要約】
【課題】蓄電池を構成する個々の電池モジュールから得
られる情報に応じて、蓄電池の充放電を制御するための
設定値を動的に算出する技術を提供する。
【解決手段】蓄電システム１において、蓄電池１０は、
複数の電池モジュール１４を含む。電池制御部３０は、
通信線６０を介して蓄電池１０に含まれる複数の電池モ
ジュール１４と接続する。充放電制御部２０は、蓄電池
１０と電力線５０を介して接続する。電池制御部３０は
、複数の電池モジュール１４それぞれから、各電池モジ
ュール１４の物理特性を示す特性情報を取得する特性取
得部と、特性取得部が取得した各電池モジュール１４の
特性情報をもとに、蓄電池１０の充放電を制御するため
の設定値を算出する算出部とを備える。充放電制御部２
は、算出部が算出した設定値をもとに、蓄電池１０の充
放電を制御する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電池モジュールを含む蓄電池と、
　通信線を介して前記蓄電池に含まれる前記複数の電池モジュールと接続する電池制御部
と、
　前記蓄電池と電力線を介して接続する充放電制御部とを備え、
　前記電池制御部は、
　前記複数の電池モジュールそれぞれから、各電池モジュールの物理特性を示す特性情報
を取得する特性取得部と、
　前記特性取得部が取得した各電池モジュールの特性情報をもとに、前記蓄電池の充放電
を制御するための設定値を算出する算出部とを備え、
　前記充放電制御部は、前記算出部が算出した設定値をもとに、前記蓄電池の充放電を制
御することを特徴とする蓄電システム。
【請求項２】
　前記算出部は、前記蓄電池を構成する前記複数の電池モジュールの接続形態を示す電池
構成情報と、各電池モジュールの物理特性を示す固定値とをもとに、前記設定値を算出す
ることを特徴とする請求項１に記載の蓄電システム。
【請求項３】
　前記蓄電池は１以上の電池ユニットが並列に接続されて構成され、当該電池ユニットは
２以上の電池モジュールを直列に接続して構成されており、前記電池構成情報は、前記蓄
電池における電池ユニットの数を示す並列数と各電池ユニットが含む電池モジュールの数
を示す直列数とを含む情報であり、
　前記算出部は、前記電池構成情報と各電池モジュールの固定値とをもとに、前記設定値
を算出することを特徴とする請求項２に記載の蓄電システム。
【請求項４】
　前記電池構成情報の入力を受け付ける構成情報取得部をさらに備え、
　前記算出部は、前記構成情報取得部が受け付けた前記電池構成情報を取得することを特
徴とする請求項３に記載の蓄電システム。
【請求項５】
　前記電池制御部は、ひとつの前記電池ユニットに対してひとつの通信線を介して接続し
、
　前記算出部は、前記通信線の数を前記並列数として取得し、各通信線に接続される電池
モジュールの数を前記直列数として取得することで、前記電池構成情報を取得することを
特徴とする請求項３に記載の蓄電システム。
【請求項６】
　前記電池制御部は、各電池モジュールと接続する通信線を介して前記蓄電池に接続し、
　前記算出部は、前記蓄電池に入力する充電電流と各電池モジュールを流れる充電電流と
をもとに前記並列数を算出し、当該並列数と前記通信線に接続される電池モジュールの数
とをもとに前記直列数を算出することで、前記電池構成情報を取得することを特徴とする
請求項３に記載の蓄電システム。
【請求項７】
　複数の電池モジュールを含む蓄電池に接続される通信線と接続する接続部と、
　前記複数の電池モジュールそれぞれから、前記通信線を介して各電池モジュールの物理
特性を示す特性情報を取得する特性取得部と、
　前記特性取得部が取得した各電池モジュールの特性情報をもとに、前記蓄電池の充放電
を制御するための設定値を算出する算出部と、
　前記算出部が算出した設定値を、前記蓄電池の充放電を制御する充放電制御装置に出力
する出力部とを備えることを特徴とする制御装置。
【請求項８】
　前記算出部は、前記蓄電池を構成する前記複数の電池モジュールの接続形態を示す電池
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構成情報と、各電池モジュールの物理特性を示す固定値とをもとに、前記設定値を算出す
ることを特徴とする請求項７に記載の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の電池モジュールを備える蓄電システム、およびその蓄電システムで用
いられる制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数の電池モジュールを直列または並列に接続した蓄電池を用いた蓄電システムが知ら
れている。ここで各電池モジュールは、複数の電池セルと、各電池セルの情報を収集する
電池制御装置が備えられている。このような蓄電システムの中には、個々の電池モジュー
ルからの情報に基づいて、各電池モジュールをバランシングする信号や、充放電電圧、充
放電電流を制御する技術も存在する（特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１３／１４５０００号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の蓄電システムは、制御対象とする蓄電池の特性が固定されており、その特性を持
った蓄電池を制御するために最適化されていることがある。しかしながら、複数の電池モ
ジュールを組み合わせて一つの蓄電池を構成する場合、電池モジュールの接続形態によっ
て蓄電池全体としての特性が変化しうる。また電池モジュールの接続形態が同じであって
も、個々の蓄電池モジュール自体の特性が異なれば、蓄電池全体としての特性も変化する
。このため、制御対象とする蓄電池の特性が固定された蓄電システムは、特性の異なる電
池モジュールによって構成される蓄電池の充放電を制御することは困難であった。
【０００５】
　本発明の目的は、蓄電池を構成する個々の電池モジュールから得られる情報に応じて、
蓄電池の充放電を制御するための設定値を動的に算出する技術を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明のある態様の蓄電システムは、複数の電池モジュー
ルを含む蓄電池と、通信線を介して蓄電池に含まれる複数の電池モジュールと接続する電
池制御部と、蓄電池と電力線を介して接続する充放電制御部とを備える。電池制御部は、
複数の電池モジュールそれぞれから、各電池モジュールの物理特性を示す特性情報を取得
する特性取得部と、特性取得部が取得した各電池モジュールの特性情報をもとに、蓄電池
の充放電を制御するための設定値を算出する算出部とを備える。充放電制御部は、算出部
が算出した設定値をもとに、蓄電池の充放電を制御する。
【０００７】
　本発明の別の態様は、制御装置である。この装置は、複数の電池モジュールを含む蓄電
池に接続される通信線と接続する接続部と、複数の電池モジュールそれぞれから、通信線
を介して各電池モジュールの物理特性を示す特性情報を取得する特性取得部と、特性取得
部が取得した各電池モジュールの特性情報をもとに、蓄電池の充放電を制御するための設
定値を算出する算出部と、算出部が算出した設定値を、蓄電池の充放電を制御する充放電
制御装置に出力する出力部とを備える。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、蓄電池を構成する個々の電池モジュールから得られる情報に応じて、
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蓄電池の充放電を制御するための設定値を動的に算出することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】実施の形態に係る蓄電システムの全体構成を模式的に示す図である。
【図２】実施の形態に係る電池制御部の機能構成を模式的に示す図である。
【図３】実施の形態に係る電池制御部が実行する、蓄電池の充放電を制御するための設定
値の算出処理の流れを説明するフローチャートである。
【図４】実施の形態に係る電池制御部が実行する電池構成情報算出処理の流れを説明する
フローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、図面を用いて本発明に係る実施の形態を説明する。以下で述べる電流値および電
圧値等の物理量は説明のための例示であり、蓄電システムの仕様等に応じ適宜変更が可能
である。以下では、全ての図面において同様の要素には同一の符号を付し、重複する説明
を省略する。
【００１１】
　図１は、実施の形態に係る蓄電システム１の全体構成を模式的に示す図である。蓄電シ
ステム１は、蓄電池１０、充放電制御部２０、電池制御部３０、操作パネル４０、電力線
５０、第１通信線６０ａ、および第２通信線６０ｂを含む。
【００１２】
　蓄電池１０は、第１電池ユニット１２ａと第２電池ユニット１２ｂとを含む。以下、第
１電池ユニット１２ａと第２電池ユニット１２ｂとを特に区別する場合を除き、単に「電
池ユニット１２」と総称する。図１は、蓄電システム１が２つの電池ユニット１２を含む
場合を例示しているが、電池ユニット１２の数は２つに限られず１以上の電池ユニット１
２が並列に接続されて構成されていればよい。したがって、蓄電システム１が含む電池ユ
ニット１２の数は、１つであってもよいし、３つ以上であってもよい。
【００１３】
　第１電池ユニット１２ａは、第１電池モジュール１４ａ、第２電池モジュール１４ｂ、
第３電池モジュール１４ｃ、および第４電池モジュール１４ｄを含む。また、第２電池ユ
ニット１２ｂは、第５電池モジュール１４ｅ、第６電池モジュール１４ｆ、第７電池モジ
ュール１４ｇ、および第８電池モジュール１４ｈを含む。以下、第１電池モジュール１４
ａから第８電池モジュール１４ｈまでを特に区別する場合を除き、単に「電池モジュール
１４」と総称する。図１は、第１電池ユニット１２ａと第２電池ユニット１２ｂとが、そ
れぞれ４つの電池モジュール１４を含む場合を例示しているが、各電池ユニットが含む電
池モジュール１４の数は４つに限られない。各電池ユニット１２は２以上の電池モジュー
ル１４を直列に接続して構成されていればよい。
【００１４】
　電池モジュール１４は、繰り返し充電して使用できる２次電池である。図示はしないが
、電池モジュール１４は、例えば電池セルと呼ばれるリチウムイオン２次電池が複数個直
列および並列接続されて構成される。電池モジュール１４はさらに、電池モジュール１４
の現在の電圧、充電または放電している電流、ＳＯＣ（State Of Charge；充電量）、温
度等の時変の物理特性を計測する計測部、および計測値を外部に送信したり、外部から制
御信号を受信したりするための送受信部も含む。この送受信部はさらに、電池モジュール
１４の物理特性を示す時不変の固定値を外部に送信することもできる。電池モジュール１
４の物理特性を示す固定値についての詳細は後述する。
【００１５】
　なお、電池セルはリチウムイオン２次電池に限られず、これ以外の２次電池であっても
よい。例えば蓄電池がニッケル水素電池やニッケルカドミウム電池等であってもよい。
【００１６】
　電池ユニット１２は、複数の電池モジュール１４を直列に接続して構成された組電池で
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ある。蓄電池１０は、１または複数の電池ユニット１２をさらに並列に接続して構成され
る。以下本明細書において、説明の便宜上、電池ユニット１２が備える電池モジュール１
４の数を「直列数Ｎｓ」と記載し、蓄電池１０が備える電池ユニット１２の数を「並列数
Ｎｐ」と記載する。
【００１７】
　また、蓄電池１０が複数の電池ユニット１２を備える場合、すなわち、並列数Ｎｐが２
以上の場合、各電池ユニット１２が備える電池モジュール１４の数は同じであることを前
提とする。したがって、蓄電池１０が備える電池モジュール１４の総数Ｎｔは、並列数Ｎ
ｐと直列数Ｎｓとの積で与えられる。さらに、蓄電池１０が備える電池ユニット１２の数
が１の場合、すなわち、複数の電池ユニット１２が並列に接続されていない場合であって
も、便宜上「並列数Ｎｐが１」のように記載する。
【００１８】
　充放電制御部２０は、蓄電池１０と電力線５０を介して接続する。充放電制御部２０は
、蓄電池１０の充放電を制御する。充放電制御部２０は、蓄電池１０および電池制御部３
０とは独立した回路で構成され、蓄電池１０の充放電制御装置として機能する。図示はし
ないが、充放電制御部２０は双方向インバータを含む。双方向インバータの直流端子は電
力線５０と電気的に接続する。双方向インバータの交流端子は、系統電源２および負荷（
不図示）と電気的に接続する。なお、系統電源２は、電力会社が供給する交流電源である
。
【００１９】
　双方向インバータは、蓄電池１０が放電した直流電力を交流電力に変換して出力する。
双方向インバータはまた、系統電源２からの交流電力を直流電力に変換して電力線５０に
出力する。蓄電池１０は、例えば夜間において、双方向インバータが直流電力に変換した
系統電源２の電力で充電される。蓄電池１０に蓄電された電力は、双方向インバータによ
って交流電力に変換されて負荷に供給され、系統電源２のピークカットあるいは、系統電
源２が停電した場合のバックアップ電力として利用される。
【００２０】
　電池制御部３０は、第１通信線６０ａを介して第１電池ユニット１２ａの各電池モジュ
ール１４と接続する。電池制御部３０はまた、第２通信線６０ｂ第２電池ユニット１２ｂ
の各電池モジュール１４と接続する。以下、第１通信線６０ａと第２通信線６０ｂとを特
に区別する場合を除き、単に「通信線６０」と記載する。
【００２１】
　図１に示す例においては、電池制御部３０は、ひとつの電池ユニット１２に対してひと
つの通信線６０を介して接続する。このため電池制御部３０は、第１接続部３１ａ、第２
接続部３１ｂ、および第３接続部３１ｃを備える。ここで第１接続部３１ａは、第１通信
線６０ａと接続する第１接続端子として機能する。同様に、第２接続部３１ｂは、第２通
信線６０ｂと接続する第２接続端子として機能する。第３接続部３１ｃは、いずれの通信
線６０とも接続していない。以下、第１接続部３１ａ、第２接続部３１ｂ、および第３接
続部３１ｃを特に区別する場合を除き、単に「接続部３１」と記載する。
【００２２】
　図１に示す例においては、通信線６０の本数と並列数Ｎｐの値とが一致する。仮に、図
１に示す例において蓄電池１０が３つの電池ユニット１２を備える場合には、３つ目の電
池ユニット１２は３番目の通信線を介して電池制御部３０に接続される。この通信線は、
第３接続部３１ｃに接続される。
【００２３】
　詳細は後述するが、電池制御部３０は、蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を
算出し、充放電制御部２０に出力する。電池制御部３０は、蓄電池１０および充放電制御
部２０とは独立した回路で構成され、充放電制御部２０が蓄電池１０を制御するための設
定値を算出する制御装置として機能する。充放電制御部２０は、電池制御部３０が算出し
たが算出した設定値をもとに、蓄電池１０の充放電を制御する。
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【００２４】
　操作パネル４０は、蓄電システム１の筐体（不図示）の表面に備えられる。操作パネル
４０は、電池制御部３０と接続する。操作パネル４０は、蓄電池１０の充放電を制御する
ための設定値を算出するために用いる情報を、ユーザが電池制御部３０に入力するための
ユーザインタフェースとして機能する。なお、図１に示す例に代えて、操作パネル４０と
充放電制御部２０とを接続するようにしてもよい。この場合、電池制御部３０は、蓄電池
１０の充放電を制御するための設定値を算出するために用いる情報を、充放電制御部２０
から取得する。
【００２５】
　図２は、実施の形態に係る電池制御部３０の機能構成を模式的に示す図である。電池制
御部３０は、接続部３１、特性取得部３２、算出部３３、構成情報取得部３４、および出
力部３５を備える。図２は、実施の形態に係る電池制御部３０が、蓄電池１０の充放電を
制御するための設定値の算出を実現するための機能構成を示しており、その他の構成は省
略している。図２において、さまざまな処理を行う機能ブロックとして記載される各要素
は、ハードウェア的には、ＣＰＵ（Central Processing Unit）、メインメモリ、その他
のＬＳＩ（Large Scale Integration）で構成することができる。またソフトウェア的に
は、メインメモリにロードされたプログラムなどによって実現される。したがって、これ
らの機能ブロックがハードウェアのみ、ソフトウェアのみ、またはそれらの組み合わせに
よっていろいろな形で実現できることは当業者には理解されるところであり、いずれかに
限定されるものではない。
【００２６】
　特性取得部３２は、複数の電池モジュール１４それぞれから、各電池モジュール１４の
物理特性を示す物理情報を取得する。ここで「各電池モジュール１４の物理特性を示す物
理情報」とは、各電池モジュール１４の現在の物理特性の計測値と、各電池モジュール１
４の物理特性を示す固定値とを含む。「電池モジュール１４の現在の物理特性の計測値」
とは、上述した計測部が計測した電池モジュール１４の現在の電圧、充電または放電して
いる電流、ＳＯＣ、温度等の情報である。また、「電池モジュール１４の物理特性を示す
固定値」とは、電池モジュール１４の物理特性をもとに定められた充放電制御のための閾
値である。電池モジュール１４の物理特性を示す固定値の具体的例としては、「充放電終
止の閾値」、「過電圧の警告閾値」、「過電流の警告閾値」、および「過大温度の警告閾
値」等が挙げられる。
【００２７】
　充放電終止の閾値は、電池モジュール１４が過充電となることを抑制するための充電停
止閾値と、電池モジュール１４が過放電となることを抑制するための放電停止閾値とを含
む。電池モジュール１４は、電池モジュール１４を構成する電池セルの種類や数により、
充電可能な最大充電容量が定まる。したがって、充電停止閾値は、電池モジュール１４の
ＳＯＣや、そのときの電池モジュール１４の電圧を用いて規定される。同様に、放電停止
閾値も、電池モジュール１４のＳＯＣや電圧を用いて規定される。例えば充放電終止の閾
値ＳＯＣで規定される場合において、電池モジュール１４のＳＯＣが、充電停止閾値を上
限とし放電停止閾値を下限とする範囲を越えるときは、電池モジュール１４の充放電は停
止される必要がある。
【００２８】
　過電圧の警告閾値は、電池モジュール１４が充電の際に過電圧となることを抑制するた
めの閾値である。電池モジュール１４の充電電圧が過電圧の警告閾値を越える場合には、
電池モジュール１４への充電は停止される必要がある。同様に、過電流の警告閾値は、電
池モジュール１４が充電の際に過電流となることを抑制するための閾値である。電池モジ
ュール１４を流れる電流の量が過電流の警告閾値を越える場合には、電池モジュール１４
への充電は停止される必要がある。
【００２９】
　過大温度の警告閾値は、電池モジュール１４が充放電可能な温度範囲における上限値を
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規定する温度である。電池モジュール１４の温度が過大温度の警告閾値を越える場合、電
池モジュール１４への充電は停止される必要がある。以下、本明細書において、蓄電池１
０が備える複数の電池モジュール１４は同一の規格にしたがって製造された電池であり、
すべて同様の物理特性を示す固定値を持っていることを前提とする。
【００３０】
　算出部３３は、特性取得部３２が取得した各電池モジュール１４の固定値をもとに、蓄
電池１０の充放電を制御するための設定値を算出する。出力部３５は、算出部３３が算出
した設定値を、充放電制御部２０に出力する。
【００３１】
　ここで上述したように、電池モジュール１４は、複数の電池セルを接続して構成される
。このため、電池モジュール１４が備える物理特性を示す固定値は、電池セルの数や電池
セルの電池の種類によって異なることが起こりうる。このため、例えば老朽化等の理由で
蓄電池１０を入れ替えた場合には、蓄電池１０を構成する電池モジュール１４も総入れ替
えすることになる。このとき、入れ替え前の電池モジュール１４を構成する電池セルの組
成と、入れ替え後の電池モジュール１４を構成する電池セルの組成とが異なる場合も起こ
りうる。結果として、入れ替え前の蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の固定値と
、入れ替え後の蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の固定値とは、一致しないこと
も起こりうる。
【００３２】
　特性取得部３２が、複数の電池モジュール１４それぞれから、各電池モジュール１４の
物理特性を示す固定値を動的に取得することにより、算出部３３は、蓄電池１０の充放電
を制御するための適切な設定値を算出することが可能となる。算出部３３は、個々の電池
モジュール１４から得られる特性情報から、個々の電池モジュール１４そのものの制御パ
ラメータではなく、蓄電池１０全体としての設定値を算出することができる。
【００３３】
　特性取得部３２は、蓄電池１０に含まれる各電池モジュール１４と接続しているため、
電池モジュール１４それぞれの物理特性の固定値を取得することができる。しかしながら
、電池モジュール１４それぞれの物理特性の固定値が全て同一であったとしても、その値
をそのまま蓄電池１０の充放電制御の閾値として流用することが可能とは限らない。
【００３４】
　例えば、充放電制御部２０が蓄電池１０に９０［Ａ］の充電電流を出力したとする。蓄
電池１０の並列数Ｎｐが１であれば、蓄電池１０に含まれる各電池モジュール１４に流れ
る充電電流も９０［Ａ］となる。したがって、この場合は、電池モジュール１４の過電流
の警告閾値は、蓄電池１０の警告閾値として流用できる。これに対し、蓄電池１０の並列
数Ｎｐが２の場合には、蓄電池１０に含まれる各電池モジュール１４に流れる充電電流は
２分され４５［Ａ］になる。この場合、電池モジュール１４の過電流の警告閾値は、蓄電
池１０の警告閾値としてそのまま流用できないことになる。
【００３５】
　また、蓄電池１０が蓄電可能な容量は、個々の電池モジュール１４が充電可能な最大充
電容量の総和である。したがって、算出部３３は、個々の電池モジュール１４が充電可能
な最大充電容量を取得するだけでは蓄電池１０が蓄電可能な容量を算出することができず
、さらに蓄電池１０が備える電池モジュール１４の総数も必要となる。このように、算出
部３３は、各電池モジュール１４の物理特性を示す固定値に加えて、蓄電池１０の電池構
成情報をもとに、蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を算出する。
【００３６】
　ここで「電池構成情報」とは、蓄電池１０を構成する複数の電池モジュール１４の接続
形態を示す情報である。より具体的に、電池構成情報は、上述した並列数Ｎｐと直列数Ｎ
ｓとを含む情報である。このため構成情報取得部３４は、操作パネル４０を介してユーザ
から電池構成情報の入力を受け付け、受け付けた電池構成情報を算出部３３に出力する。
算出部３３は、構成情報取得部３４が受け付けた電池構成情報を取得する。
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【００３７】
　充放電制御部２０は、蓄電池１０を構成する個々の電池モジュール１４の充放電を個別
に制御することは困難である。そこで充放電制御部２０は、蓄電池１０を一つの大きな電
池として、その充放電を制御する。算出部３３が算出する蓄電池１０の充放電を制御する
ための設定値は、蓄電池１０を一つの電池として制御するための充放電制御閾値である。
このため蓄電池１０の充放電を制御するための設定値は電池モジュール１４の物理特性を
示す固定値に対応し、その具体例も、「充放電終止の閾値」、「過電圧の警告閾値」、「
過電流の警告閾値」、および「過大温度の警告閾値」等が挙げられる。
【００３８】
　上述したように、蓄電池１０に入力される充電電流のうち、その並列数Ｎｐで分割され
た電流が、各電池モジュール１４に流れる。このため算出部３３は、個々の電池モジュー
ル１４の過電流の警告閾値を並列数Ｎｐ倍することにより、蓄電池１０の充放電を制御す
るための過電流の警告閾値を算出する。また各電池モジュール１４に印加される充電電圧
は、蓄電池１０に印加された充電電圧を直列数Ｎｓで割った値となる。このため算出部３
３は、個々の電池モジュール１４の過電圧の警告閾値を直列数Ｎｓ倍することにより、蓄
電池１０の充放電を制御するための過電圧の警告閾値を算出する。蓄電池１０の充放電を
制御するための過大温度の警告閾値は、個々の電池モジュール１４の過大温度の警告閾値
をそのまま流用すればよい。
【００３９】
　図３は、実施の形態に係る電池制御部３０が実行する、蓄電池１０の充放電を制御する
ための設定値の算出処理の流れを説明するフローチャートである。本フローチャートにお
ける処理は、例えば蓄電システム１が起動したときに開始する。
【００４０】
　特性取得部３２は、蓄電池１０を構成する複数の電池モジュール１４それぞれから、各
電池モジュール１４の物理特性を示す固定値を取得する（Ｓ２）。構成情報取得部３４は
、蓄電池１０を構成する複数の電池モジュール１４の接続形態を示す電池構成情報を取得
する（Ｓ４）。
【００４１】
　算出部３３は、特性取得部３２が取得した各電池モジュール１４の固定値と、構成情報
取得部３４が取得した電池構成情報とをもとに、蓄電池１０の充放電を制御するための設
定値を算出する（Ｓ６）。出力部３５は、算出部３３が算出した蓄電池１０の充放電を制
御するための設定値を、充放電制御部２０に出力する（Ｓ８）。出力部３５が設定値を充
放電制御部２０に出力すると、本フローチャートにおける処理は終了する。
【００４２】
　以上説明したように、蓄電池１０を構成する個々の電池モジュール１４から得られる情
報に応じて、蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を動的に算出することができる
。これにより、蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の接続形態を変更した場合、ま
たは蓄電池１０を構成する電池モジュール１４自体の特性が変更された場合でも、蓄電池
１０の蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を自動で算出することができる。結果
として、蓄電システム１自体を入れ替えることなく、蓄電池１０のみを入れ替えて、蓄電
池１０の充放電制御を実行することができる。
【００４３】
　以上、本発明を実施の形態をもとに説明した。この実施の形態は例示であり、それらの
各構成要素や各処理プロセスの組み合わせにいろいろな変形例が可能なこと、またそうし
た変形例も本発明の範囲にあることは当業者に理解されるところである。
【００４４】
（第１の変形例）
　上記の説明では、算出部３３は、特性取得部３２が取得した個々の電池モジュール１４
の物理特性を示す固定値と、構成情報取得部３４が取得した操作パネル４０を介してユー
ザから取得した電池構成情報とをもとに、蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を
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算出する場合について説明した。しかしながら、電池構成情報はユーザから取得せず、算
出部３３が他の情報をもとに導出して取得することもできる。以下、この場合について説
明する。
【００４５】
　図１に示すように、電池制御部３０が、ひとつの電池ユニット１２に対して１本の通信
線６０を介して接続する場合には、通信線６０と接続している接続部３１の数が、並列数
Ｎｐと一致する。通信線６０は、例えば光ファイバを用いて実現されており、各電池モジ
ュール１４と所定の通信プロトコルを用いて通信する。各電池モジュール１４にはそれぞ
れ固有のアドレスが割り当てられており、特性取得部３２はそのアドレスを用いて各電池
モジュール１４を識別することができる。したがって、特性取得部３２は、異なるアドレ
スの数を数えることにより、特定の通信線６０と接続している電池モジュール１４の数、
すなわち直列数Ｎｓを特定することができる。
【００４６】
　そこで算出部３３は、通信線６０の数を並列数Ｎｐとして取得し、各通信線６０に接続
される電池モジュール１４の数を直列数Ｎｓとして取得することで、電池構成情報を取得
する。これにより、ユーザが電池構成情報を入力することを省略することができ、蓄電シ
ステム１の利便性を向上することができる。
【００４７】
（第２の変形例）
　上述した第１の変形例においては、ひとつの電池ユニット１２が１本の通信線６０を介
して蓄電池１０の接続部３１と接続することを前提とした。つまり、第１の変形例におい
ては、通信線６０の数と並列数Ｎｐの数とが一致することを仮定していた。しかしながら
、通信線６０の数と並列数Ｎｐの数とが一致しない場合もあり得る。例えば図１に示すよ
うに複数の電池ユニット１２が並列に接続されている場合であっても、各電池ユニット１
２に含まれる電池モジュール１４が全て１本の通信線６０によって接続されることも考え
られる。このような場合、通信線６０の数と並列数Ｎｐの数とは一致しない。
【００４８】
　この場合、算出部３３は、特性取得部３２が取得した各電池モジュール１４の物理特性
を示す固定値に加えて、各電池モジュール１４の現在の物理特性の計測値も含む電池モジ
ュール１４の特性情報を利用して、電池構成情報を算出する。以下のこの場合について説
明する。
【００４９】
　図４は、実施の形態に係る電池制御部３０が実行する電池構成情報算出処理の流れを説
明するフローチャートであり、図３におけるステップＳ４の処理の流れをより詳細に説明
する図である。
【００５０】
　特性取得部３２は、各通信線６０に接続されている電池モジュール１４の数を合算し、
蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の総数Ｎｔを取得する（Ｓ４０）。これは上述
したように、特性取得部３２が異なるアドレスの数を数えることにより実現できる。
【００５１】
　算出部３３は、充放電制御部２０から、蓄電池１０に入力している充電電流の値Ｉｂを
取得する（Ｓ４２）。特性取得部３２は、通信線６０を介して、各電池モジュール１４を
流れる充電電流の値Ｉｕを取得する（Ｓ４４）。
【００５２】
　算出部３３は、充放電制御部２０が蓄電池１０に入力している充電電流の値Ｉｂと、特
性取得部３２が取得した各電池モジュール１４を流れる充電電流の値Ｉｍとをもとに並列
数Ｎｐを算出する（Ｓ４６）。上述したように、各電池モジュール１４を流れる充電電流
Ｉｍは、充放電制御部２０が蓄電池１０に入力している充電電流の値Ｉｂを並列数Ｎｐで
除算した値となる。そこで、算出部３３は、充放電制御部２０が蓄電池１０に入力してい
る充電電流の値Ｉｂを、各電池モジュール１４を流れる充電電流の値Ｉｍで除算すること
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により、並列数Ｎｐを算出する。
【００５３】
　算出部３３は、算出した並列数Ｎｐと通信線６０に接続される電池モジュール１４の総
数Ｎｔとをもとに直列数Ｎｓを算出する（Ｓ４８）。実施の形態に係る蓄電池１０におい
て、各蓄電ユニットに含まれる電池モジュール１４の数は同じである。そこで、算出部３
３は、通信線６０に接続される電池モジュール１４の総数Ｎｔを並列数Ｎｐで除算するこ
とにより、直列数Ｎｓを算出する。算出部３３は、並列数Ｎｐと直列数Ｎｓとを含む電池
構成情報を取得する（Ｓ５０）。算出部３３が電池構成情報を取得すると、本フローチャ
ートにおける処理は終了する。
【００５４】
　このように、第２の変形例に係る蓄電システム１によれば、算出部３３は、電池モジュ
ール１４の特性情報を利用して電池構成情報を算出することができる。これにより、例え
ば全ての電池モジュール１４が１本の通信線６０で接続されているとき等、通信線６０の
数と並列数Ｎｐとが一致しない場合であっても、算出部３３は電池構成情報を自動で取得
することができる。
【００５５】
　なお、実施の形態は、以下の項目によって特定されてもよい。
【００５６】
［項目１］
　蓄電システム１は、複数の電池モジュール１４を含む蓄電池１０と、通信線６０を介し
て蓄電池１０に含まれる複数の電池モジュール１４と接続する電池制御部３０と、蓄電池
１０と電力線５０を介して接続する充放電制御部２０とを備える。電池制御部３０は、複
数の電池モジュール１４それぞれから、各電池モジュール１４の物理特性を示す特性情報
を取得する特性取得部３２と、特性取得部３２が取得した各電池モジュール１４の特性情
報をもとに、蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を算出する算出部３３とを備え
る。充放電制御部２０は、算出部３３が算出した設定値をもとに、蓄電池１０の充放電を
制御する。
　これにより、蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の特性が変更されたり、蓄電池
１０を構成する電池モジュール１４の接続形態が変更されたりしても、算出部３３は蓄電
池１０の蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を動的に算出することができる。
［項目２］
　算出部３３は、蓄電池１０を構成する複数の電池モジュール１４の接続形態を示す電池
構成情報と、各電池モジュール１４の物理特性を示す固定値とをもとに、設定値を算出し
てもよい。
　算出部３３は、電池構成情報を参照することにより、電池モジュール１４の特性情報の
うち値の大きさが固定されている固定値のみを用いて蓄電池１０の充放電を制御するため
の設定値を算出することができる。
［項目３］
　蓄電池１０は１以上の電池ユニット１２が並列に接続されて構成され、当該電池ユニッ
ト１２は２以上の電池モジュール１４を直列に接続して構成されている。電池構成情報は
、蓄電池１０における電池ユニット１２の数を示す並列数と各電池ユニット１２が含む電
池モジュール１４の数を示す直列数とを含む情報である。算出部３３は、電池構成情報と
各電池モジュール１４の固定値とをもとに、設定値を算出してもよい。
　これにより、ユーザの手を煩わすことなく算出部３３が自動で電池構成情報を算出する
ことを省略できる。
［項目４］
　電池構成情報の入力を受け付ける構成情報取得部３４をさらに備えてもよい。算出部３
３は、構成情報取得部が受け付けた電池構成情報を取得してもよい。
　これにより、算出部３３が電池構成情報を算出することを省略できる。ユーザが手動で
電池構成情報を入力するため、算出部３３が計算によって取得する電池構成情報よりも、
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［項目５］
　電池制御部３０は、ひとつの電池ユニット１２に対してひとつの通信線６０を介して接
続し、算出部３３は、通信線６０の数を並列数として取得し、各通信線に接続される電池
モジュール１４の数を直列数として取得することで、電池構成情報を取得してもよい。
　これにより、これにより、算出部３３は、電池構成情報を自動で取得することができる
。ユーザが電池構成情報を手動で入力することが不要となる。結果として、蓄電システム
１の利便性を向上することができる。
［項目６］
　電池制御部３０は、各電池モジュール１４と接続する通信線６０を介して蓄電池１０に
接続し、算出部３３は、蓄電池１０に入力する充電電流と各電池モジュール１４を流れる
充電電流とをもとに並列数を算出し、当該並列数と通信線６０に接続される電池モジュー
ル１４の数とをもとに直列数を算出することで、電池構成情報を取得してもよい。
　これにより、例えば全ての電池モジュール１４が１本の通信線６０で接続されている場
合であっても、算出部３３は、電池構成情報を自動で取得することができる。ユーザが電
池構成情報を手動で入力することが不要となる。
［項目７］
　制御装置３０は、複数の電池モジュール１４を含む蓄電池１０に接続される通信線６０
と接続する接続部３１と、複数の電池モジュール１４それぞれから、通信線６０を介して
各電池モジュール１４の物理特性を示す特性情報を取得する特性取得部３２と、特性取得
部３２が取得した各電池モジュール１４の特性情報をもとに、蓄電池１０の充放電を制御
するための設定値を算出する算出部３３と、算出部３３が算出した設定値を、蓄電池１０
の充放電を制御する充放電制御装置２０に出力する出力部３５とを備える。
　これにより、蓄電池１０を構成する電池モジュール１４の特性が変更されたり、蓄電池
１０を構成する電池モジュール１４の接続形態が変更されたりしても、算出部３３は蓄電
池１０の蓄電池１０の充放電を制御するための設定値を動的に算出することができる。
［項目８］
　算出部３３は、蓄電池１０を構成する複数の電池モジュール１４の接続形態を示す電池
構成情報と、各電池モジュール１４の物理特性を示す固定値とをもとに、設定値を算出し
てもよい。
　算出部３３は、電池構成情報を参照することにより、電池モジュール１４の特性情報の
うち値の大きさが固定されている固定値のみを用いて蓄電池１０の充放電を制御するため
の設定値を算出することができる。
【符号の説明】
【００５７】
　１　蓄電システム、　２　系統電源、　１０　蓄電池、　１２　電池ユニット、　１４
　電池モジュール、　２０　充放電制御部、　３０　電池制御部、　３１　接続部、　３
２　特性取得部、　３３　算出部、　３４　構成情報取得部、　３５　出力部、　４０　
操作パネル、　５０　電力線、　６０　通信線。
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